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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　該基板上に形成されたCr、Ti及びBを含有する下地層と、
　該下地層上に接して形成されたCoとPtとCrからなる第１の磁性層と、
　該第１の磁性層上に形成された非磁性中間層と、
　該非磁性中間層上に形成されたCoとPtとCrとBからなりCoを主たる成分とする合金膜の
第２の磁性層とを有し、
　前記第１の磁性層と前記第２の磁性層の磁化方向は外部磁界の存在しない状態で互いに
反平行であり、
　前記第１の磁性層のPt含有量は3at%以上9at%以下であり、前記第２の磁性層のPt含有量
より少ないことを特徴とする磁気記録媒体。
【請求項２】
　前記非磁性中間層は、Ru、Ir、Rhからなる群から選ばれた少なくとも１種の元素を含む
ことを特徴とする請求項１記載の磁気記録媒体。
【請求項３】
　請求項１に記載の磁気記録媒体において、前記非磁性中間層の膜厚は0.3nm～0.9nmであ
ることを特徴とする磁気記録媒体。
【請求項４】
　請求項１に記載の磁気記録媒体において、前記下地層と前記基板との間に形成された非
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晶質構造または微結晶構造の金属膜を有することを特徴とする磁気記録媒体。
【請求項５】
　請求項４に記載の磁気記録媒体において、前記金属膜は、TaおよびNiを含有する合金で
あることを特徴とする磁気記録媒体。
【請求項６】
　磁気記録媒体と、磁気記録媒体を駆動する駆動部と、記録部と再生部からなる磁気ヘッ
ドと、磁気ヘッドを前記磁気記録媒体に対して相対運動させる手段と、磁気ヘッドへの信
号入力手段と磁気ヘッドからの出力信号再生を行なうための記録再生信号処理手段とを有
し、前記磁気ヘッドの再生部が巨大磁気抵抗効果素子あるいは磁気抵抗効果を示すトンネ
ル接合膜を備え、
　前記磁気記録媒体は、基板と、該基板上に形成されたCr、Ti及びBを含有する下地層と
、該下地層上に接して形成されたCoとPtとCrからなる第１の磁性層と、該第１の磁性層上
に形成された非磁性中間層と、該非磁性中間層上に形成されたCoとPtとCrとBからなりCo
を主たる成分とする合金膜の第２の磁性層とを有し、前記第１の磁性層と前記第２の磁性
層の磁化方向は外部磁界の存在しない状態で互いに反平行であり、前記第１の磁性層のPt
含有量は3at%以上9at%以下であり、前記第２の磁性層のPt含有量より少ないことを特徴と
する磁気記憶装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、大容量の情報記録が可能な磁気記録媒体および磁気記憶装置に係わり、特に高
密度磁気記録に好適な磁気記録媒体およびこれを用いた磁気記憶装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
情報化社会の進行により日常的に扱う情報量が増加し、これに伴って磁気記憶装置に対す
る大容量化の要求が強くなっている。これに対応すべく、高感度の磁気ヘッドと低ノイズ
の磁気記録媒体の両面からの開発が精力的に行われている。
磁気記録媒体に関しては、磁性膜として従来用いられてきたCo-Cr-Pt、Co-Cr-Ta、あるい
はCo-Cr-Pt-Taなどの合金膜に代わる材料として、特開平4-221418号公報には、高記録密
度化に対応し保磁力を高める目的でCo合金磁性層に少なくともPtとBを含んでいる磁気記
録媒体が提案されている。また、特開平9-293227号公報にはCr-Mo下地膜とCo-Cr-Pt-B磁
性膜を組み合わせた磁気記録媒体が報告され、下地膜材料や磁性膜材料の改良が媒体の低
ノイズ化の有力な手段となっている。一方、低ノイズ化を進めるために磁性層の粒子サイ
ズの低減が図られており、その結果として記録ビットが熱的に不安定になるという問題が
生じている。この問題を回避するためには磁性膜の磁気異方性を増加させることが考えら
れるが、記録ヘッドの書き込み磁界によってその上限が押さえられてしまう。
記録ビットの熱的安定性を向上し媒体ノイズを低減する方法として、特開2001-56924号公
報及び特開2001-148110号公報には、少なくとも２つの磁性層が非磁性結合層を介して反
強磁性的に結合された構成の記録層が基板上に形成された磁気記録媒体が提案されており
（以下、この媒体を「反強磁性結合媒体」と呼ぶ）。このような反強磁性結合は、膜厚0.
4～1.0nmのRuなどの非磁性金属膜を非磁性結合層として用いることで実現されている。反
強磁性結合媒体は印加磁界がゼロの状態で非磁性結合層を挟む２つの磁性層の磁化方向が
互いに反平行となるため、膜厚を大きく保持したまま残留磁束密度を低く抑えることがで
きる。そのために熱的安定性を維持しながら高密度の記録が可能になる。
このように反強磁性結合媒体は熱的安定性と記録分解能に関しては大幅な向上が見込める
が、媒体ノイズに関しては必ずしも特性向上が見込めない。残留磁束密度を低く抑えた媒
体について、熱揺らぎによる再生出力の低減を抑えることで結果的にS／Nを向上させるこ
とは可能であるが、媒体ノイズの大幅な低減は達成できていない。本発明の目的は、高い
面記録密度を有する磁気記録再生装置を実現するために適した、熱揺らぎに強く、記録分
解能が高く、さらに媒体ノイズが小さい反強磁性結合媒体を提供することに有る。



(3) JP 4746778 B2 2011.8.10

10

20

30

40

50

【０００３】
【課題を解決するための手段】
上記の目的は、上記の反強磁性結合媒体の磁性層に関して、Ruなどからなる非磁性中間層
より基板に近い側の第１の磁性層を、Coを主たる成分としPt及びCrを含有しかつPt含有量
が3at%以上9at%以下である合金膜で構成し、前記非磁性中間層より基板から遠い側の第2
の磁性層をCoを主たる成分とする合金膜で構成することより達成される。また、上記第1
の磁性層に隣接する下地層としてTiを含有しCrを主たる成分とする合金膜を用いることで
媒体ノイズの低減が達成できる。さらに、上記Tiを含有しCrを主たる成分とする合金膜に
Bを含有させることにより、媒体ノイズの低減効果がより顕著に現れる。前記磁性層及び
前記非磁性中間層が(11.0)配向した六方最密構造を有することが望ましい。また、基板と
下地層の間にシード層として非晶質または微結晶の金属膜を設けると磁性層の配向を強め
ることができ、媒体ノイズを更に低減できる。
上記の磁気記録媒体と、これを記録方向に駆動する駆動部と、記録部と再生部から成る磁
気ヘッドと、上記磁気ヘッドを上記磁気記録媒体に対して相対運動させる手段と、上記磁
気ヘッドへの信号入力と該磁気ヘッドからの出力信号再生を行うための記録再生信号処理
手段を有する磁気記憶装置において、前記磁気ヘッドの再生部を巨大磁気抵抗効果素子あ
るいは磁気抵抗効果トンネル接合膜で構成することにより、高記録密度における十分な信
号強度を得ることができ、高い記録密度を持った信頼性の高い磁気記憶装置を実現するこ
とができる。
【０００４】
【発明の実施の形態】
＜実施例１＞
図１は本発明の磁気記録媒体に関して一実施形態を表した断面構造図である。基板10とし
て、厚さ0.635mm、直径65mmの表面を化学強化したガラスを用いた。この基板を洗浄後、
インテバック（Intevac）社製の枚葉式スパッタリング装置（MDP250B）を用いて、以下の
多層膜を形成した。このスパッタリング装置のチャンバ構成あるいはステーション構成は
図２に示す。
まず、基板10の上にNi-37.5at%Ta合金からなるシード層11及び11'を膜厚30nm、Cr-20at%T
i合金からなる下地層12及び12'を膜厚5nm、Co-19at%Cr-6at%Pt合金からなる第1の磁性層1
3及び13'を膜厚2.7nm～3.9nm、Ruからなる非磁性中間層14及び14'を膜厚0.5nm、Co-18at%
Cr-14at%Pt-8at%B合金からなる第2の磁性層15及び15'を膜厚13nm～16nm、更にカーボン保
護層16及び16'を膜厚4nm形成した。Ni-37.5at%Ta合金からなるシード層が微結晶構造を有
していることはX線により確認した。各膜の形成時のアルゴン(Ar)ガス圧はすべて0.9Paと
した。成膜中のメインチャンバ31でモニタした酸素分圧はおよそ１×10のマイナス７乗～
１×10のマイナス６乗Paであった。シード膜は基板を加熱しない状態でシード膜形成室22
で形成し、加熱室23でランプヒーターにより270℃まで加熱しながら99%Ar-1%O2混合ガス
の圧力1.2Pa（ガス流量27sccm）の雰囲気に5秒間曝し、その後その上に上記各膜を下地膜
形成室24、磁性膜形成室26、非磁性中間層形成室27、磁性膜形成室28、保護膜形成室29及
び29'で順に形成した。ここで上記カーボン保護層まで形成した後、有機系の潤滑剤を塗
布して潤滑層17及び17'を形成した。
第1の磁性層の膜厚tmag1及び第2の磁性層の膜厚tmag2を表１に示すように設定して6種類
のサンプルを作製した（サンプル番号4401A～4409A）。
＜比較例１＞
下地層12及び12'として膜厚5nmのCr-20at%Ti合金膜と膜厚3nmの六方最密構造のCo-40at%R
u合金膜をこの順に積層した構造を形成し、第1の磁性層13及び13'としてCo-16at%Cr-12at
%Pt-8at%B合金膜（サンプル番号4101A～4109A）、Co-22at%Cr-10at%Pt-4at%B合金膜（サ
ンプル番号3006A～3009A）、Co-22at%Cr-12at%Pt-4at%B合金膜（サンプル番号2611A～261
4A）、Co-22at%Cr-14at%Pt-4at%B合金膜（サンプル番号2910A～2913A）、あるいはCo-18a
t%Cr-8at％Pt-2at%Ta合金膜（サンプル番号6003B～6007B）を形成した以外は上記実施例
１と同じ膜構成及び成膜条件で作製した磁気記録媒体を比較例１とした。
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下地層に用いたCo-40at%Ru合金膜は上記実施例１では膜形成を行わなかった下地膜形成室
25において形成した。各サンプルの第1の磁性層の膜厚tmag1と第2の磁性層の膜厚tmag2は
表１に示す。本比較例の磁性層の組合せにおいて、Co-40at%Ru合金膜を用いずにCo-20at%
Ti合金膜に隣接させて第1の磁性層を形成した場合、すなわち実施例１の下地層と同じ構
成にした場合、保磁力と角形比が非常に小さく磁気記録媒体として使用可能な特性を有さ
なかった。この場合の磁性層及び非磁性中間層の結晶配向をX線回折法で調べたところ明
確な結晶配向がなかった。そこで本比較例ではCo-40at%Ru合金膜を下地層に用いることに
した。
＜比較例２＞
下地層12及び12'として膜厚5nmのCr-15at%Ti合金膜と膜厚3nmのCr-16at%Mo合金膜をこの
順で積層した構造を形成し、第1の磁性層13及び13'としてCo-16at%Cr-6at%Pt-8at%B合金
膜（サンプル番号5702A～5707A）、Co-19at%Cr-6at%Pt-8at%B合金膜（サンプル番号5703B
～5707B）、Co-22at%Cr-6at%Pt-8at%B合金膜（サンプル番号5803A～5808A）、Co-12at%Cr
-6at%Ta合金膜（サンプル番号5604A～5607A）、あるいはCo-16at%Cr-8at%B合金膜（サン
プル番号5802B～5807B）を形成した以外は上記実施例１と同じ膜構成および成膜条件で作
製した磁気記録媒体を比較例2とした。下地層に用いたCr-16at%Mo合金膜は上記実施例１
では膜形成を行わなかった下地膜形成室25において形成した。各サンプルの第1の磁性層
の膜厚tmag1と第2の磁性層の膜厚tmag2は表１に示す。なお、本比較例においても比較例
１と同じ理由により、Cr-15at%Ti合金膜と第1の磁性層の間にCr-16at%Mo合金膜を用いた
。ただし、磁性層との格子整合性を考慮してCo-40at%Ru合金膜ではなくCr-16at%Mo合金膜
を選んだ。
【０００５】
【表１】
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【０００６】
表１に実施例１、比較例１及び比較例２に記載した媒体の磁気特性および記録再生特性を
示す。ここで磁気特性は以下に記載の方法により評価した。測定には試料振動型磁力計を
用いた。サンプル温度を25℃に設定し、磁界を膜面に平行な方向に最大800kA/m（10キロ
エールステッド）まで印加し、約24分の時間で磁界を800kA/mから－800kA/mまで変化させ
て磁化曲線を測定した。図３に本実施例に記載した媒体について測定された磁化曲線の一
例を示す。磁化曲線32において印加磁界ゼロにおける磁気モーメントを測定サンプルの膜
面積で除算することで、磁性層の総膜厚ｔと残留磁束密度Brとの積Brtを求めた。また、
磁化曲線32において磁界を800kA/mから約50kA/mに戻した時点で磁化の急激な減少が見ら
れる。これは第1の磁性層の磁化反転に対応する変化であり、第2の磁性層との反強磁性的
な交換結合が作用して正の磁界で磁化反転が生じている。磁界ゼロの残留磁化状態におい
ては、第1の磁性層の磁化反転はほぼ完了しており、第1の磁性層と第2の磁性層の磁化方
向は互いに反平行となっている。
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反強磁性結合媒体にとって２つの磁性層の磁化方向が互いに反平行になっていることが残
留磁化を低く抑えて高い記録分解能を得るために重要であるので、これを数値として評価
するために、上記第1の磁性層の磁化反転に対応する磁界、すなわち第1の磁性層と第2の
磁性層の結合磁界Hexを各サンプルについて求めた。ここでHexは負の値のときを反強磁性
結合と定義した。
また、記録ビットの熱的安定性とヘッドによる記録の容易さを判断する目安とするために
、第2の磁性層の磁化反転に対応する磁界、すなわち第2の磁性層の保磁力Hcrを各サンプ
ルについて求めた。Hex及びHcrは図3に示すように、磁化曲線32を第1の磁性層からの寄与
33と第2の磁性層からの寄与34に分離したときに、それぞれの磁性層の磁化がゼロになる
磁界として求めた。磁化曲線の分離は印加磁界を下げていったときにゼロ磁界の前で見ら
れる磁化の急激な減少がすべて第1の磁性層の磁化反転によるものと仮定して計算した結
果である。磁化曲線の分離が難しいときには、図4に示すように磁化曲線を1次微分して求
めた曲線40がピークを示す磁界の値からHex及びHcrを求めることができる。さらに、Ｈcr
に関しては残留磁化曲線を測定して残留保磁力を求めても同様の値が得られる。記録再生
特性はシールドギャップ長Gsを0.09μｍ、トラック幅Ｔwrを0.33μｍとした巨大磁気抵抗
効果を利用した再生素子と、ギャップ長を0.14μｍ、トラック幅を0.48μｍとした電磁誘
導型書き込み素子からなる磁気ヘッドを用いて測定した。媒体Ｓ／Ｎは790fr/mm（20kFCI
）の線記録密度における孤立波再生出力Ｓlfと24800fr/mm（631kFCI）の線記録密度での
媒体ノイズＮdの比Ｓlf／Ｎdで評価した。また、記録分解能はＳlfに対する12400fr/mm（
315kFCI）における再生出力Ｓmfの比Ｓmf／Ｓlfによって評価した。このＳlf／Ｎd及びＳ
mf／Ｓlfが大きいほど、その媒体がより高い記録密度に対応可能な性能を有すると判断で
きる。本発明の目的である媒体ノイズの低減はＳlf／Ｎdの増大で判断できる。
表１のすべてのサンプルについて結合磁界Hexは負の値を示し、非磁性中間層を挟んだ２
つの磁性層の磁化方向が印加磁界ゼロにおいて互いに反平行であることが確認できた。こ
れらのサンプルについて測定した保磁力Hcr、分解能Ｓmf／Ｓlf及びＳlf／ＮdをBrtに対
してプロットした結果をそれぞれ図５、図6及び図７に示す。Hcr及びＳmf／Ｓlfに関して
は実施例１の場合に特別の効果を示していないが、Ｓlf／Ｎdに関しては実施例１の場合
、すなわちCo-19at%Cr-6at%Pt合金膜を第1の磁性層に用いたときのみ他に比べて大きな値
を示した。すなわち、第1の磁性層にBやTaを含有するCo-Cr合金膜を用いた反強磁性結合
媒体のＳlf／Ｎdは、第1の磁性層にCo-19at%Cr-6at%Pt合金膜を用いた反強磁性結合媒体
のＳlf／Ｎdに比べて小さく、その間には明確な差が見られた。BやTaをCo-Cr-Pt系磁性膜
に添加することにより、Cr元素の粒界偏析が促進され、あるいは結晶粒が小さくなって、
一般には媒体のＳlf／Ｎdが向上すると考えられている。しかしながら、本実施例のよう
な反強磁性結合媒体においては第1の磁性層にBやTaを添加しないほうがより良いＳlf／Ｎ
dが得られる。
なお、表１に記載のサンプルに関して結晶配向性をX線回折法により調べたところ、いず
れのサンプルについても磁性層あるいは非磁性中間層の六方最密構造の(11.0)配向に対応
する回折ピークがが観測された。X線回折ピークの強度にもサンプル間でほとんど差が認
められず、いずれのサンプルの磁性層についても同等の良好な(11.0)配向であることを確
認した。また、Ni-Ta合金膜については30nmの厚さがあるにもかかわらず回折ピークが全
く観測されなかったことから、非晶質構造あるいは微結晶構造であると判断される。
＜実施例２＞
第1の磁性層13及び13'としてCo-20at%Cr-4at%Pt合金膜（サンプル番号6103A～6108A）、C
o-14at%Cr-5at%Pt合金膜（サンプル番号7203A～7208A）、あるいはCo-16at%Cr-8at%Pt合
金膜（サンプル番号5503A～5508A）を形成した以外は上記実施例１と同じ膜構成と成膜条
件で磁気記録媒体を作製した。下地層12及び12'も上記実施例１と同じ膜厚5nmのCr-20at%
Ti合金を用いた。第1の磁性層の膜厚tmag1及び第2の磁性層の膜厚tmag2は表２に示すよう
に設定した。
＜比較例３＞
第1の磁性層13及び13'としてCo-20at%Cr-2at%Pt合金膜（サンプル番号6203A～6208A）、C



(7) JP 4746778 B2 2011.8.10

10

20

30

40

50

o-16at%Cr-10at%Pt合金膜（サンプル番号6303A～6308A）、あるいはCo-19at%Cr-12at％Pt
合金膜（サンプル番号6403A～6408A）を形成した以外は上記実施例1及び上記実施例２と
同じ膜構成及び成膜条件で作製した磁気記録媒体を比較例３とした。各サンプルの第1の
磁性層の膜厚tmag1と第2の磁性層の膜厚tmag2は表2に示す。
【０００７】
【表２】

【０００８】
表２に実施例２及び比較例３に記載した媒体の磁気特性および記録再生特性を示す。表２
のすべてのサンプルについて結合磁界Hexは負の値を示し、非磁性中間層を挟んだ２つの
磁性層の磁化方向が印加磁界ゼロにおいて互いに反平行であることが確認できた。これら
のサンプルについて測定した保磁力Hcr、分解能Ｓmf／Ｓlf及びＳlf／ＮdをBrtに対して
プロットした結果をそれぞれ図８、図９及び図１０に示す。保磁力及び分解能は第1の磁
性層の組成に依らずほぼ同等であったが、Ｓlf／Ｎdは第1の磁性層の組成に強く依存する
ことがわかった。第１の磁性層の組成を比較することにより、Co-Cr-Pt合金膜のPt含有量
がＳlf／Ｎdに影響していることがわかった。そこで、実施例１、実施例２及び比較例３
に記載の媒体についてＳlf／ＮdをCo-Cr-Pt合金膜のPt含有量に対してプロットして図１
１に示す。その結果、Pt含有量によってＳlf／Ｎdの値に明確な差が生じ、Pt含有量が3at
%～9at%の場合にのみ高いＳlf／Ｎdが得られていることがわかった。
＜実施例３＞
第２の磁性層15及び15'としてCo-16at%Cr-14at%Pt-10at%B合金膜（サンプル番号4401B～4
409B）、あるいはCo-20at%Cr-14at%Pt-6at%B合金膜（サンプル番号6601A～6604A）を形成
した以外は上記実施例１と同じ膜構成で、また加熱温度以外は上記実施例１と同じ成膜条
件で磁気記録媒体を作製した。第1の磁性層13及び13'は上記実施例１と同じCo-19at%Cr-6
at%Pt合金膜を形成した。加熱室23におけるランプヒーターによる加熱は、第2の磁性層に
Co-16at%Cr-14at%Pt-10at%B合金膜を用いた場合には270℃、Co-20at%Cr-14at%Pt-6at%B合
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金膜を用いた場合には250℃とした。
＜比較例４＞
第1の磁性層13及び13'と第2の磁性層15及び15'以外は上記比較例1と同じ膜構成及び成膜
条件で作製した磁気記録媒体で第1の磁性層をCo-16at%Cr-12at%Pt-8at%B合金膜、第2の磁
性層をCo-16at%Cr-14at%Pt-10at%B合金膜とした場合（サンプル番号4001B～4009B）、及
び第1の磁性層をCo-18at%Cr-12at%Pt-8at%B合金膜、第2の磁性層をCo-20at%Cr-14at%Pt-6
at%B合金膜とした場合（サンプル番号6501A～6504A）を比較例４とした。
【０００９】
【表３】

【００１０】
【表４】

【００１１】
実施例３及び比較例４に記載した媒体の磁気特性および記録再生特性を、第２の磁性層を
Co-16at%Cr-14at%Pt-10at%B合金膜とした場合及びCo-20at%Cr-14at%Pt-6at%B合金膜とし
た場合に分けてそれぞれ表３及び表４に示す。本実施例においても表３及び表４のすべて
のサンプルについて結合磁界Hexは負の値を示し、非磁性中間層を挟んだ２つの磁性層の
磁化方向が印加磁界ゼロにおいて互いに反平行であることが確認できた。これらのサンプ
ルについて測定したＳlf／ＮdをBrtに対してプロットした結果を第２の磁性層をCo-16at%
Cr-14at%Pt-10at%B合金膜とした場合及びCo-20at%Cr-14at%Pt-6at%B合金膜とした場合に
分けてそれぞれ図１２及び図１３に示す。図１２と図１３のどちらの場合も第1の磁性層
にCo-19at%Cr-6at%Pt合金膜を用いた場合のＳlf／ＮdはCo-Cr-Pt-B合金膜を用いた場合の
Ｓlf／Ｎdより大きな値を示し、これらの間には明確な差が見られた。第２の磁性層の組
成に依らず第１の磁性層の組成を適切に選ぶことでＳlf／Ｎdを向上させることができた
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。
＜実施例４＞
Ruからなる非磁性中間層14及び14'の膜厚以外は上記実施例１と同じ膜構成と成膜条件で
磁気記録媒体を作製した。ただし、Co-19at%Cr-6at%Pt合金膜からなる第1の磁性層13及び
13'の膜厚は4.3nm、Co-18at%Cr-14at%Pt-8at%B合金膜からなる第2の磁性層15及び15'の膜
厚は18.1nmに固定して、Ruからなる非磁性中間層の膜厚tRuのみを0nmから1.2nmまでの範
囲で７種類に変化させて媒体を形成した（サンプル番号7106A～7113A）。
＜比較例５＞
下地層12及び12'として膜厚5nmのCr-20at%Ti合金膜と膜厚3nmの六方最密構造のCo-40at%R
u合金膜をこの順序で積層した構造を形成し、第1の磁性層13及び13'としてCo-22at%Cr-10
at%Pt-4at%B合金膜を形成した以外は上記実施例４と同じ膜構成及び成膜条件で作製した
磁気記録媒体を比較例５とした。第1の磁性層の膜厚は4.3nm、Co-18at%Cr-14at%Pt-8at%B
合金膜からなる第2の磁性層の膜厚は18.1nmに固定して、Ruからなる非磁性中間層14及び1
4'の膜厚tRuのみを0nmから1.2nmまでの範囲で７種類に変化させて媒体を形成した（サン
プル番号7006A～7013A）。
【００１２】
【表５】

【００１３】
実施例４及び比較例５に記載した媒体の磁気特性および記録再生特性を表５に示す。また
、表５に示したBrt及びHexを非磁性中間層の膜厚tRuに対してプロットした結果をそれぞ
れ図１４及び図１５に示す。非磁性中間層の膜厚tRuが0nm、0.2nmあるいは1.2nmの場合に
はBrtの値が大きく、またHexが正の値を示すことから、印加磁界ゼロにおいて非磁性中間
層を挟んだ２つの磁性層の磁化方向が互いに反平行ではなく、非磁性中間層の膜厚tRuが0
.3nm～0.9nmの場合にはHexが負の値を示すことから、印加磁界ゼロにおいて非磁性中間層
を挟んだ2つの磁性層の磁化方向が互いに反平行であると認められる。
さらに表５に示したSmf／Ｓlf及びＳlf／Ｎdを非磁性中間層の膜厚tRuに対してプロット
した結果をそれぞれ図１６及び図１７に示す。図１６に示した分解能Smf／Ｓlfは非磁性
中間層を挟んだ２つの磁性層の磁化方向が互いに反平行となる非磁性中間層の膜厚tRuの
範囲0.3nm～0.9nmにおいて大きな値を示した。Brtが低下したことにより記録ビット間の
反磁界が緩和され急峻な磁化遷移領域が形成された結果と考えられる。この結果は実施例
４と比較例５に記載した媒体に関して同じ傾向であった。図１７に示したＳlf／Ｎdに関
しても非磁性中間層の膜厚tRuが0.3nm～0.9nmの場合に大きな値を示したが、実施例４に
記載した媒体の場合にその効果がより顕著で、非磁性中間層の膜厚tRuが0.3nm～0.9nm以
外の場合には実施例４と比較例５に記載した媒体のＳlf／Ｎdに関する差は認められなか
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った。すなわち、実施例１に示したような第１の磁性層の組成によってＳlf／Ｎdが大幅
に向上する効果は、非磁性中間層の膜厚tRuが0.3nm～0.9nmの範囲にあり、非磁性中間層
を挟んだ2つの磁性層の磁化方向が互いに反平行である場合に限られる。
＜実施例５＞
下地層12及び12'として膜厚5nmのCr-15at%Ti合金膜（サンプル番号5403A～5409A）、ある
いは膜厚10nmのCr-15at%Ti-3at%B合金膜（サンプル番号6904A～6907A）を形成した以外は
上記実施例１と同じ膜構成及び成膜条件で磁気記録媒体を作製した。各サンプルの第1の
磁性層の膜厚tmag1と第2の磁性層の膜厚tmag2は表６に示す。
＜比較例６＞
下地層12及び12'として膜厚5nmのCr-20at%Ti合金膜と膜厚3nmの六方最密構造のCo-40at%R
u合金膜をこの順序で積層した構造（サンプル番号3304A～3307A）、膜厚5nmのCr-15at%Ti
合金膜と膜厚3nmのCo-16at%Mo合金膜をこの順序で積層した構造（サンプル番号6704A～67
07A）、あるいは膜厚5nmのCr膜（サンプル番号6804A～6807A）を形成した以外は上記実施
例１と同じ膜構成及び成膜条件で作製した磁気記録媒体を比較例６とした。
【００１４】
【表６】

【００１５】
実施例５及び比較例６に記載した媒体の磁気特性および記録再生特性を表６に示す。本実
施例においても表６のすべてのサンプルについて結合磁界Hexは負の値を示し、非磁性中
間層を挟んだ２つの磁性層の磁化方向が印加磁界ゼロにおいて互いに反平行であることが
確認できた。これらのサンプルについて測定したＳlf／ＮdをBrtに対してプロットした結
果を図１８に示す。Ｓlf／Ｎdの値は下地層の構成によって大幅な差異が認めらる。第１
の磁性層に隣接する下地層を構成する膜としてCo-40at%Ru合金膜、Co-16at%Mo合金膜、あ
るいはCr膜を用いた比較例６の場合にはＳlf／Ｎdの値は上記実施例１の場合より小さく
、本発明の効果が発揮されない。一方、下地層にCr-15at%Ti-3at%B合金膜を用いた場合に
はＳlf／Ｎdの値は上記実施例１の場合より大きく、下地層を構成するCr-Ti合金膜にBを
含有させることは本発明の効果をより強く発揮させるのに有効であった。
＜実施例６＞
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シード層11及び11'としてNi-35at%Ta合金膜、あるいはNi-40at%Ta合金膜を形成した以外
は上記実施例１と同じ膜構成及び成膜条件で磁気記録媒体を作製して、分解能Ｓmf／Ｓlf
及びＳlf／Ndを測定した。Brtが約3.8T・nmのサンプルに関して上記実施例１と本実施例
を比較すると、Ｓmf／Ｓlfは約２％小さく、Ｓlf／Ndは約0.3dB小さかった。X線回折法に
より本実施例に記載のサンプルについて磁性層の結晶配向性を調べたところ、六方最密構
造の(11.0)配向が認められたが、上記実施例１に記載のサンプルと比較してX線回折ピー
クの強度が弱く配向度は低かった。上記実施例１に記載のNi-Ta合金膜をシード層として
形成した場合に比べて他の金属膜をシード層に用いた場合には本発明の効果が小さくなり
、基板と下地層の間にシード層としてNi-Ta合金膜を形成し、六方最密構造の磁性膜の(11
.0)配向を得ることが本発明の効果を発揮するのに好ましい。シード層11及び11'としてNi
-35at%Ta合金膜、あるいはNi-40at%Ta合金膜を形成した以外は上記実施例１と同じ膜構成
で、また加熱中に導入する99%Ar-1%O2混合ガスの圧力以外は上記実施例１と同じ成膜条件
で磁気記録媒体を作製した。Ni-35at%Ta合金膜、及びNi-40at%Ta合金膜をシード層に用い
た場合については、加熱中に導入する混合ガスの圧力がそれぞれ1.4Paおよび1.1Paとした
ときにＳlf／Ｎdが最大となる。それぞれの場合にＳlf／Ｎdが最大となる混合ガス圧力の
条件において、第1の磁性層の合金膜組成を変えて媒体を作製して記録再生特性を比較し
たところ、上記実施例１と同様に本発明の効果が確認できた。
＜実施例７＞
実際に上記の実施例1～6に記載の磁気記録媒体191と、該磁気記録媒体を駆動する駆動部1
92と、記録部と再生部からなる磁気ヘッド193と、該磁気ヘッドを該磁気記録媒体に対し
て相対運動させる手段194と、該磁気ヘッドへの信号入力手段と該磁気ヘッドからの出力
信号再生を行うための記録再生信号処理手段195とを有する磁気ディスク装置を図19に示
すように構成した。上記磁気ヘッドの構造を図20に示す。この磁気ヘッドは基体201の上
に形成された記録用の電磁誘導型磁気ヘッドと再生用の磁気抵抗効果型磁気ヘッドを併せ
持つ複合型ヘッドである。前記記録用ヘッドはコイル202を挟む上部記録磁極203と下部記
録磁極兼上部シールド層204からなり、記録磁極間のギャップ層厚は0.14μｍとした。前
記再生用ヘッドは磁気抵抗センサ205とその両端の電極パターン206からなり、磁気抵抗セ
ンサは下部記録磁極兼上部シールド層204と下部シールド層207で挟まれ、該シールド層間
距離は0.09μｍである。図21に磁気抵抗センサの断面構造を示す。線記録密度640kBPI（b
itperinch)、トラック密度55kTPI（trackperinch）の条件で磁気ヘッドと磁性膜表面との
磁気的スページングを23nmとして記録再生特性を評価したところ、いずれの場合も面記録
密度が１平方インチ当たり35ギガビットの磁気ディスク装置の記録再生特性仕様を充分満
たした。さらに、70℃で100時間放置してもビットエラーレートの劣化は0.5桁以下であっ
た。また、本発明は基板をガラス基板に特定する必要はなく、Ni-PメッキしたAl合金基板
、結晶化ガラス基板、あるいはSi基板等の磁気記録媒体用の基板として知られる材料はい
ずれにおいても効果がある。また、前記再生用ヘッドの磁気抵抗センサを磁気抵抗効果ト
ンネル接合膜で構成した場合についても本発明の効果がある。
【００１６】
【発明の効果】
本発明の磁気記録媒体は、従来の磁気記録媒体に対して、記録ビットの熱的安定性を維持
しながら媒体ノイズを低減する効果を持つ。本発明の磁気記録媒体を用いることにより、
高密度な情報の記録再生が可能で信頼性の高い磁気記憶装置の提供が可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の磁気記録媒体の断面構造の一例を示す模式図である。
【図２】本発明の磁気記録媒体を作製するための膜形成装置の一例を示す模式図である。
【図３】本発明の磁気記録媒体を測定して得られた磁化曲線の一例と磁化曲線を第1の磁
性層からの寄与と第2の磁性層からの寄与に分離して結合磁界（Hex）及び第2の磁性層の
保磁力（Hcr）を求める方法を示す図である。
【図４】本発明の磁気記録媒体を測定して得られた磁化曲線の一例と磁化曲線の1次微分
から結合磁界（Hex）及び第2の磁性層の保磁力（Hcr）を求める方法を示す図である。
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【図５】本発明の実施例１、比較例１、及び比較例２に記載した磁気記録媒体のBrtとHcr
の関係を示す図である。
【図６】本発明の実施例１、比較例１、及び比較例２に記載した磁気記録媒体のBrtとＳm
f／Ｓlfの関係を示す図である。
【図７】本発明の実施例１、比較例１、及び比較例２に記載した磁気記録媒体のBrtとＳl
f／Ｎdの関係を示す図である。
【図８】本発明の実施例２及び比較例３に記載した磁気記録媒体のBrtとHcrの関係を示す
図である。
【図９】本発明の実施例２及び比較例３に記載した磁気記録媒体のBrtとＳmf／Ｓlfの関
係を示す図である。
【図１０】本発明の実施例２及び比較例３に記載した磁気記録媒体のBrtとＳlf／Ｎdの関
係を示す図である。
【図１１】本発明の実施例２及び比較例３に記載した磁気記録媒体について、第１の磁性
層を構成するCo-Cr-Pt合金膜のPt含有量とＳlf／Ｎdの関係を示す図である。
【図１２】本発明の実施例３及び比較例４に記載した磁気記録媒体の中で、第２の磁性層
がCo-16at%Cr-14at%Pt-10atB合金膜で構成されている媒体についてBrtとＳlf／Ｎdの関係
を示す図である。
【図１３】本発明の実施例３及び比較例４に記載した磁気記録媒体の中で、第２の磁性層
がCo-20at%Cr-14at%Pt-6atB合金膜で構成されている媒体についてBrtとＳlf／Ｎdの関係
を示す図である。
【図１４】本発明の実施例４及び比較例５に記載した磁気記録媒体の非磁性中間層膜厚ｔ
RuとBrtの関係を示す図である。
【図１５】本発明の実施例４及び比較例５に記載した磁気記録媒体の非磁性中間層膜厚ｔ
RuとHexの関係を示す図である。
【図１６】本発明の実施例４及び比較例５に記載した磁気記録媒体の非磁性中間層膜厚ｔ
RuとＳmf／Ｓlfの関係を示す図である。
【図１７】本発明の実施例４及び比較例５に記載した磁気記録媒体の非磁性中間層膜厚ｔ
RuとＳlf／Ｎdの関係を示す図である。
【図１８】本発明の実施例5及び比較例６に記載した磁気記録媒体のBrtとＳlf／Ｎdの関
係を示す図である。
【図１９】本発明の磁気記憶装置の一例を示す模式図である。
【図２０】本発明で用いた磁気ヘッドの構造の一例を示す模式図である。
【図２１】本発明で用いた磁気抵抗センサの一例を示す断面構造図である。
【符号の説明】
10...基板、11,11'...シード層、12,12'...下地層、13,13'...第1の磁性層、14,14'...非
磁性中間層、15,15'...第2の磁性層、16,16'...保護層、17,17'...潤滑層、20...基板、2
1...仕込み室、22...シード膜形成室、23...加熱室、24...下地膜形成室、25...下地膜形
成室、26...磁性膜形成室、27...非磁性中間層形成室、28...磁性膜形成室、29,29'...保
護膜形成室、30...取り出し室、31...メインチャンバ、32...磁化曲線、33...磁化曲線32
から求めた第1の磁性層の磁化曲線、34...磁化曲線32から求めた第2の磁性層の磁化曲線
、40...磁化曲線32について磁化Mを磁界Hによって1次微分して求めた曲線、191...磁気記
録媒体、192...磁気記録媒体を駆動する駆動部、193...磁気ヘッド、194...磁気ヘッドを
磁気記録媒体に対して相対運動させる手段、195...記録再生信号処理手段、196...アンロ
ード時に待避する機構部、201...基体、202...コイル、203...上部記録磁極、204...下部
記録磁極兼上部シールド層、205...磁気抵抗センサ、206...電極パターン、207...下部シ
ールド層、210...磁気センサの信号検出領域、211...ギャップ層、212...Taバッファ層、
213...第1の磁性膜、214...中間層、215...第2の磁性膜、216...反強磁性膜、217...テー
パー部、218...永久磁石層。
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